
 

1 

中小企業の振興に関する条例 

平成27年10月30日兵庫県条例第44号 

 

県内企業の大宗を占める中小企業は、本県経済の発展に寄与し、多くの雇用の場を

創出する産業活力の原動力である。ものづくり立県である本県には、世界に通用する

優れた技術を有する中小企業が数多く存在するほか、郷土の歴史と伝統に培われ、地

域と密着した多様な地場産業の産地が各地に形成されており、中小企業は、まちづく

りや文化の形成を促進するなど、社会の主役として地域を支え、県民生活の向上に重

要な役割を担っている。 

 こうした中、中小企業を巡る情勢は、企業間競争の激化や市場規模の縮小など、大

きく変化しつつあり、その経営環境は極めて厳しい状況にある。特に小規模企業は、

資金や人材等の経営資源の確保が難しく、さらに困難な経営状況に直面している。 

 本県では、人口の減少を抑制するとともに、東京圏に一極集中している人口及び活

力を地方に分散することによって、将来にわたり活力のある地域社会を構築していく

「地域創生」を積極的に推進しており、その取組を実効あるものにするためには、地

域の経済と雇用を支える中小企業の成長や持続的発展が不可欠である。 

 中小企業は、経営資源の制約等から幾多の困難にさらされてきたが、県内の中小企

業の多くは、競争力の源泉ともいえる伝統や文化、技術の継承のみならず、県民気質

でもある時代を先取りする「進取の気性」を有し、自らの努力と創意工夫や挑戦を重

ねることでその苦難を乗り越えてきた歴史がある。 

 こうした意欲を持った中小企業が持てる力を十分発揮できるよう、不足する経営資

源を補い、その自助努力を支援していく取組が今求められている。 

中小企業の振興が県政の最重要課題の一つであることを再認識し、地域の経済の活

性化ひいては本県の持続的発展を確固たるものにするため、各般の施策を総動員する

ことによって、地域ぐるみで本県の中小企業の振興、とりわけ小規模企業の振興に、

県が先頭に立ち積極的に取り組むことを決意し、この条例を制定する。 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、中小企業が地域の経済及び雇用を支え、地域社会の担い手とし

て重要な役割を果たしていることに鑑み、中小企業の振興の基本となる事項を定め

ることにより、中小企業の振興に関する施策を総合的に推進するとともに、兵庫県

の地域創生を実効あるものとし、もって地域の経済の発展、雇用の促進及び県民生

活の向上を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ
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による。 

(1) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号に規

定する中小企業者であって、県内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

(2) 小規模企業者 中小企業者のうち中小企業基本法第２条第５項に規定する小

規模企業者であって、県内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

(3) 新規中小企業者 中小企業者のうち官公需についての中小企業者の受注の確

保に関する法律（昭和41年法律第97号）第２条第２項に規定する新規中小企業者

であって、県内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

(4) 中小企業関係団体 商工会、商工会議所、中小企業団体中央会その他の中小企

業の振興を目的とする団体であって、県内に所在するものをいう。 

(5) 金融機関 銀行、信用金庫及び信用協同組合その他の金融機関であって、県内

に事務所を有するものをいう。 

(6) 大企業者 中小企業者以外の会社（金融機関を除く。）であって、県内に事務

所又は事業所を有するものをいう。 

(7) 大学等 大学、高等専門学校その他の教育研究機関であって、県内に所在する

ものをいう。 

 （基本理念） 

第３条 中小企業の振興は、経済的社会的環境の変化に対応した中小企業者の経営の

向上に対する自主的な努力及び創意工夫を促進することを旨として、推進されなけ

ればならない。 

２ 中小企業の振興は、本県に存する多様な技術、優れた産業基盤、特色ある地域資

源等を積極的に活用することにより、推進されなければならない。 

 （県の責務） 

第４条 県は、前条に規定する基本理念にのっとり、中小企業の振興に関する総合的

な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 県は、中小企業の振興に関する施策の実施に当たっては、国、市町、中小企業関

係団体、金融機関、大企業者、大学等その他の関係機関と連携を図るものとする。 

３ 県は、中小企業の振興に関する施策の実施に当たっては、小規模企業者に対して、

その経営の状況に応じ、事業の持続的発展が図られるよう、必要な配慮をするもの

とする。 

 （市町の役割） 

第５条 市町は、県、他市町及び中小企業関係団体と連携し、中小企業の振興に関す

る施策を積極的に実施するよう努めるものとする。 

 （中小企業者の役割） 

第６条 中小企業者は、経済的社会的環境の変化に対応して、自主的な努力及び創意

工夫により経営の向上に努めるものとする。 
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２ 中小企業者は、地域社会の担い手として、その事業活動を通じ、地域の経済の発

展及び県民生活の向上に貢献するよう努めるものとする。 

 （中小企業関係団体等の役割） 

第７条 中小企業関係団体は、中小企業者が経営の向上を図る取組に対して積極的な

支援に努めるものとする。 

２ 中小企業関係団体は、その活動を行うに当たっては、県及び市町が行う中小企業

の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

３ 金融機関は、中小企業の資金需要に対する適切な対応のほか、中小企業の事業活

動に有用な情報の提供その他の方法により、中小企業者が経営の向上を図る取組に

対する協力に努めるものとする。 

４ 大企業者は、その事業活動における中小企業の重要性についての理解を深めると

ともに、中小企業者に対し、事業機会の拡大及び技術の向上その他必要な協力をす

るよう努めるものとする。 

５ 大学等は、中小企業者が行う研究開発及び人材の育成に対する支援に努めるとと

もに、学生に対する中小企業に関する情報の提供及び就業体験等を通じた職業意識

の醸成に努めるものとする。 

（県民の役割） 

第８条 県民は、中小企業の振興が、地域の経済の発展及び県民生活の向上に寄与す

ることについての理解を深めるとともに、中小企業者が供給する商品の購入及び役

務の利用、中小企業における就労等を通じ、中小企業の振興に協力するよう努める

ものとする。 

（計画の策定等） 

第９条 知事は、中小企業の振興に関する施策の総合的な推進を図るため、中小企業

の振興に関する計画を策定するものとする。 

２ 知事は、前項の計画の策定、変更（軽微な変更を除く。）又は廃止（以下「策定

等」という。）に当たっては、中小企業者及び中小企業関係団体の意見を聴くもの

とする。 

３ 前項の規定は、第１項の計画に基づく中小企業の振興に関する施策の策定等につ

いて準用する。 

４ 知事は、第１項の計画の策定等をしたときは、これを公表するものとする。 

 （議会の議決） 

第10条 知事は、前条第１項の計画の策定等をするに当たっては、議会の議決を経な

ければならない。 

（中小企業の支援体制等の強化） 

第11条 県は、中小企業が抱える経営課題の解決に資するため、中小企業者が相談そ

の他総合的な支援を受けることができる体制を整備するとともに、中小企業関係団
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体の活動の支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（中小企業者の事業活動を担う人材の確保及び育成） 

第12条 県は、中小企業者の事業活動を担う人材の確保及び育成を図るため、雇用の

促進並びに職業能力の開発及び向上その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 （中小企業者の雇用環境の整備） 

第13条 県は、中小企業者による多様な就業の機会の創出を促進するため、中小企業

者が行う従業員の仕事と生活の調和に配慮した雇用環境の整備のための取組に対

する支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（中小企業の新たな事業の展開等の促進） 

第14条 県は、中小企業の新たな事業の展開を促進するため、新たな商品又は役務の

開発の促進、商品の新たな生産若しくは販売の方式又は役務の新たな提供の方式の

導入の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。 

２ 県は、中小企業の競争力の強化を図るため、技術開発の促進、産学官又は産業間

の連携の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（中小企業の販路の拡大支援） 

第15条 県は、中小企業の販路の拡大を支援するため、中小企業者の連携又は共同で

の販路の開拓を支援するとともに、見本市、商談会等に出展する中小企業者への支

援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（中小企業者の受注機会の増大） 

第16条 県は、中小企業が供給する物品、役務等に対する需要の増進に資するため、

県の物品及び役務の調達、工事の発注等に関する中小企業者の受注の機会の増大そ

の他の必要な施策を講ずるものとする。 

（中小企業の創業等の促進） 

第17条 県は、中小企業の創業を促進するため、創業に関する情報の提供及び研修の

実施、創業に必要な資金の供給の円滑化、創業をしやすい先進的な事業環境の整備

その他の必要な施策を講ずるものとする。 

２ 県は、新規中小企業者に対し、融資制度の充実、販路拡大の支援、官公需の受注

機会の確保等の促進に努めるものとする。 

 （中小企業の事業の承継の促進） 

第18条 県は、中小企業に蓄積された経営資源の散逸を防ぎ、円滑な事業の承継を促

進するため、中小企業の後継者の育成、経営資源の効果的な活用に対する支援その

他の必要な施策を講ずるものとする。 

（地場産業の振興） 

第19条 県は、地場産業を振興するため、商品の付加価値を高め、他の産地との差別

化を図ることにより、情報発信力及び市場競争力において優位性を持たせるブラン

ド化の促進、技能の承継の支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 
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（商店街の活性化） 

第20条 県は、中小小売商業及び中小サービス業の振興並びに地域住民の生活の向上

及び交流の促進に寄与する商店街の活性化を図るため、商店街の活性化に取り組む

団体に対する支援、商店街における創業の促進又はまちのにぎわいづくりに向けた

取組に対する支援、空き店舗の増加等により衰退が著しい商店街の再生を図るため

の取組に対する支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 （支援措置） 

第21条 県は、第11条から前条までに規定する中小企業の振興に関する施策を推進す

るため、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

(1) 中小企業者の経営の向上等を図るための財政上の措置 

(2) 中小企業者の資金調達の円滑化等を図るための金融上の措置 

(3) 中小企業者の事業活動の促進を図るための税制上の措置 

(4) 中小企業者に対する技術的な支援及び経営指導その他の必要な措置 

（市町への支援） 

第22条 県は、市町と協力して中小企業の振興に関する施策を推進するため、市町に

対する情報提供、助言その他の必要な支援を講ずるものとする。 

（施策の実施状況の報告等） 

第23条 知事は、毎年度、第９条第１項の計画に基づく中小企業の振興に関する施策

の実施状況について、議会に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による報告の内容を公表しなければならない。 

（補則） 

第24条 この条例の施行に関して必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（中小企業の振興に関する計画に係る経過措置） 

２ この条例の施行の際現に策定されているひょうご経済・雇用活性化プランのうち

中小企業の振興に関する部分を、第９条第１項の規定により策定された計画とする。 

 


